
１ 緒言
２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長

戦略（経済産業省）１）において，洋上風力は成長分野
に位置付けられ，政府は洋上風力産業ビジョン（第１
次）２）において，２０３０年までに１０GW，２０４０年までに
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抄 録
国内各地で洋上風力発電設備の計画が進む中，風車の大型化，大水深化，複雑な地盤条

件への対応に優れるジャケット構造への期待が高まっている。本稿では，ジャケット構造
の詳細設計に焦点をあてて，設計条件として必要となる項目や，風波荷重，地震荷重に対
する設計で重要となるポイント，トランジッションピースやグラウト接合部，付属物など
の構造詳細で配慮するべき点を取りまとめた。現在建設が進められている石狩湾新港洋上
風力発電所の紹介と併せて，これらを報告する。

Abstract
As plans for offshore wind farm are progressing in various sites in Japan, expectations
are rising for jacket structures that excel in handling large wind turbines, deeper water,
and complex ground conditions . This paper focuses on detailed design of jacket
structures, and explains items required as design conditions, important points in designing
against wind wave loads and seismic loads, and structural details such as transition
pieces, grouted connections, and appendages. In addition, the Ishikari Bay New Port
Wind Farm which is currently under construction is introduced.
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３０～４５GWの導入目標を掲げている。現在は，秋田
能代港，石狩湾新港，北九州港などの港湾区域に続
き，一般海域各地においてプロジェクト計画が進め
られている。
洋上風力発電設備の下部構造の形式は，図１に示
すように，重力式，杭式（ジャケット構造），杭式
（モノパイル構造），浮体式などがあるが，風車の大
型化，水深３０mを超える海域の増加，岩盤を含む
地盤への対応などの理由からジャケット構造の期待
が高まっている。欧州では，既にジャケット構造の
適用事例が多数あり，その設計手法は確立されてい
るものの，地震や台風の影響，地盤条件など日本特
有の設計条件に適合した基準は未だ確立されていな
い。当社は国立研究開発法人新エネルギー・産業技
術総合開発機構（NEDO）による「洋上風力発電シス
テム実証研究（北九州市沖）」３）への参画を皮切りに，
複数案件の設計を担当して，ジャケット構造の設計
技術を蓄積してきた４）。本稿では，ジャケット構造
の詳細設計に焦点を当てて，設計上の留意点を述べ
る。

２ 設計フロー
図２にジャケット構造の設計フローを示す。風波

図１ 洋上風力発電支持構造物の下部構造形式
Fig．１ Substructure type of offshore wind turbine support structure

図２ ジャケット構造の設計フロー
Fig．２ Design flow for jacket structure
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図３ 風力発電設備におけるジャケット構造
Fig．３ Jacket structure of wind turbine support structure

図４ ジャケット構造の構造諸元
Fig．４ Structural specifications of jacket structure

荷重に対する支持構造物の解析（連成解析と称す）は
風車メーカーと共同で行われるが，１回につき数ケ
月の検討期間を要し，繰り返し回数が設計工程に大
きな影響を与える。構造諸元が予め最適化されてい
れば１回の解析で設計は完了するが，一般的には１回
目の検討結果を元に構造諸元を見直し，２回目以降
で収れんするプロセスが採用される。そのため，基
本設計の段階でタフな構造コンセプトを定め，設計
初期段階で可能な限り精度良く構造諸元を設定する
ことが重要である。また，１回目の検討結果を元に
タワー諸元が見直される可能性もあり，２回目の解
析に向けて構造諸元を見直す際は，構造全体の振動
特性が変わることを念頭に置いて構造諸元を設定す
ることが重要である。

３ 構造諸元の設定
３．１ 標高
図３にジャケット構造の全体イメージを，図４に構

造諸元を示す。ジャケット構造の標高を設定する
際，トランジッションピースの下面に波荷重を作用
させないことが重要であり，電気及び電子技術分野
の国際規格 IEC６１４００―３２５）におけるエアギャップの
規定を満足する必要がある。

３．２ レグ間隔
ジャケット構造のレグ（脚）間隔が広すぎると，支

持構造の剛性が大きくなって許容振動数帯の制約を
満足せず，レグ間隔が狭すぎると杭の必要根入れが
長く杭の施工が困難となる。そのため，設計開始時
点で上記２つの制約を同時に満足するレグ間隔を設
定することが重要である。

３．３ ブレース配置
図４に示すように，ジャケット構造の各構面に斜

め方向のブレースが配置される。ジャケット構造を
横向きに製作・輸送する場合は，製作輸送時のジャ
ケット構造の剛性を確保するために，斜めブレース
に加えて下段CANの間に水平ブレースを配置する
こともある。そのため，予め製作・輸送計画を定め
た上で，ブレースの配置を決定することが重要とな
る。

３．４ グラウト接合部
ジャケットと杭は，グラウト接合部により一体化
される。このグラウト接合部では，部材の製作誤差
や杭の施工誤差などを考慮した上で，レグと杭の間
隔（つまりグラウト厚さ）が確保できるよう，レグ径
や杭径を適切に設定することが重要である。グラウ
ト接合部の構造は７．１節で詳しく説明する。
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DLC 風車の状態 主な気象海象条件
１ 発電中 通常時，極値
２ 発電中の故障 通常時
３ 発電開始時 通常時
４ 通常発電停止時 通常時
５ 緊急停止時 通常時
６ 停止時 極値
７ 停止時の故障 極値

表１ 荷重組合せの概要
Table１ Overview of Design Load Case（DLC）４ クラスタリング

洋上風力発電プロジェクトでは，複数基の風車を
同時に設置することが一般的である。風波荷重に対
する設計を行う場合，本来は風車が設置される地点
全てを対象にすることが望ましいが，解析ケース数
が膨大であるため全基を対象にすると設計工程やコ
ストを増大させることとなる。そこで，水深や地盤
条件の類似地点を同一クラスターとして，検討対象
のクラスタリング（グループ化）を行う手法が採用さ
れる。また，同一クラスターでジャケット構造を統
一することで，材料調達や製作の観点でも合理化を
図ることができる。クラスタリングを適用する場
合，代表モデルがクラスター内の全ての条件を網羅
し，安全側の設計となっていることが重要である。
なお，地震荷重に対する設計では，地点毎の水深，
地盤の物理的特性の相違影響により地盤応答に有意
な差が生じることがあるため，クラスタリングは行
わず全地点を対象に構造解析を実施することが望ま
しい。

５ 風波荷重に対する設計
５．１ 設計条件
（１）荷重組合せ
風波荷重に対する設計は，IEC６１４００―３２５）で規定
される荷重組合せに従うことが基本となる。表１に
荷重組合せの概要を示す。この荷重組合せは，風車
の運転状態に加えて，気象海象条件が考慮されてい
る。DLC１，６，７で用いられる極値とは，主に再現
期間５０年の極値風速や極値波浪であり，５．４節で述
べる終局限界状態の照査に用いられる。また，
DLC１～５で用いられる通常時とは，主に風車の発
電風速帯における風速や波高などの気象海象条件で
あり，主に５．５節で後述する疲労限界状態の照査に
用いられる。したがって，気象海象条件を設定する
際は，この荷重組合せで想定している風速や波浪な
どを全て網羅している必要がある。なお，荷重組合
せの中では，風や波の作用方向や風車のヨー角の誤
差の有無との組合せも考慮する必要があり，その検
討ケースは支配的なものだけでも数千に及ぶので，
設計工程を計画する際は注意が必要である。

（２）気象条件
気象条件は，ハブ高における１０分間平均風速や
ウィンドシア（異なる２つの標高における風ベクトル
の差を両地点の距離で除したもの）などを，現地観
測や解析シミュレーションにより設定する。例え
ば，再現期間５０年の極値風速については，ハブ高で
の１０分間平均風速が５０m/s を超えることもある。
気象条件は，主に風車設計担当が実施する連成解析
で使用されるが，下部構造の設計においてもトラン
ジッションピースの側面に作用する風荷重を設定す
る際に用いられる。また，付属物の渦励振の検討を
行う際にも用いられる。

（３）海象条件
海象条件は，潮位，水の流れ，波条件（波高・周
期），津波波高などを観測値や既往の波浪推算情報
等を元に設定する。例えば，再現期間５０年の極値波
浪については，設置地点の水深にもよるが波高が１５
mを超えることもある。

（４）風と波の結合確率分布及び供用年数
支持構造物の疲労照査を行う際は，風車の供用期
間中に，風と波が繰り返し作用する回数を設定する
必要がある。一般的には，ハブ高さ風速，波高・周
期と発生頻度の関係，いわゆる風と波の結合確率分
布を元にその作用回数が設定される。この結合確率
分布も観測結果などにより設定されるが，解析ケー
ス数が膨大となりすぎないよう，風速や波高のレン
ジを適切に設定して，ケース数の絞り込みを行うこ
とが重要である。また，支持構造物の設計供用年数
を定める際には，実際の風車の運用期間に加えて，
ジャケット構造及び杭基礎と風車の建設から撤去ま
での期間を考慮することが重要である。
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図５ 風波荷重に対する解析の流れ
Fig．５ Analysis flow for wind wave load

５．２ 解析手法
（１）解析の流れ
図５に，風波荷重に対する解析の流れを示す。は

じめに下部構造設計担当が，下部構造・基礎の構造
諸元や波荷重を設定して，スーパーエレメントや波
荷重ファイルと呼ばれる連成解析の入力情報を準備
する。これらの情報を元に，風車設計担当（風車
メーカー）が連成解析を実施して，RNAとタワーの
設計を行う。ここで，連成解析とは，風車の運転
と，風と波の同時作用を考慮した解析であり，Cou-
pled analysis とも呼ばれる。次に，下部構造設計担
当が，連成解析で得たインターフェース点の時刻歴
断面力（インターフェースロード）と，下部構造・杭
基礎・地盤バネで構成される部分解析モデルを用い
た解析（復元解析）を実施して，下部構造・基礎の設
計を行う。これらの詳細な内容を次に述べる。

（２）下部構造・基礎の構造情報の作成
連成解析に組み込まれる下部構造及び基礎の構造

情報は，一般的にスーパーエレメントや波荷重ファ
イルと呼ばれるデータ形式で風車メーカーへ提供す
ることが求められる。ここでスーパーエレメントと

は，連成解析の処理速度を向上させるために，下部
構造及び杭基礎の構造諸元を示す質量・剛性マトリ
クスを縮約化（解析モデルの低次元化）５）したもので
ある。ただし，縮約化の程度を誤ると，解析精度が
損なわれるため，縮約化する前の解析モデルの変位
や振動数と比較して，精度良く一致することを予め
確認することが重要である。

（３）波荷重情報の作成
波荷重は，５．１（３）で設定した波条件に基づき，波
浪スペクトルを用いて不規則な時刻歴波形を作成
し，ジャケット部材に作用する波力として評価した
ものである。波浪スペクトルは，そのサイト特性に
あったものを設定することが重要である。砕波が生
じる場合は，その衝撃的な作用力がジャケットに与
える影響を無視できないことが多く，IEC６４００―３２５）

で規定されている動的特性などを参考に設定する。
なお，波荷重もスーパーエレメントに合わせて縮約
化する必要があり，図５ではこれを波荷重ファイル
（時刻歴）と称している。

（４）連成解析
連成解析では，風車の運転状態を表現するため
に，ブレードの回転運動を模擬した空力弾性解析プ
ログラムが用いられる。この解析では，風車の制御
情報なども解析プログラム内で考慮されることか
ら，一般には風車メーカーが担当する。空力弾性解
析プログラムの代表的なものとしては，Bladed,
BHawC，Flex５などがある（各種プログラムの特徴
は文献６で述べられている）。
IEC６１４００―３２５）では，風車の振動状態を表現する
ために，時刻歴応答解析を実施することを求めてお
り，基本的に６００秒のシミュレーション時間を確保
する必要がある。なお，解析プログラムによって
は，解析を開始してから数十秒間は解析が安定しな
いことがあるため，それを評価時間に含めないよう
配慮する必要がある。

（５）復元解析
復元解析は，連成解析で得られたインターフェー
スロードを下部構造・杭基礎・地盤バネで構成され
る部分解析モデルに入力することにより，下部構造
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図６ 構造解析モデル
Fig．６ Structural analysis model

設計担当サイドで連成解析を再現するものである。
このとき復元解析の解析モデルは，縮約化する前の
解析モデルが使用される。復元解析の実施に際し
て，ジャケット構造はモノパイルと比較して節点や
部材の数が多く解析負荷が高いため，クラウドサー
ビス等の活用により解析処理を高速化することは元
より，入出力データの処理を省力化することが設計
工程を短縮化する上でのポイントである。

５．３ 解析モデル
本節では，下部構造及び基礎の解析モデルを作成

する際のポイントを述べる。

（１）全体
図６に，構造解析モデルのイメージ図を示す。構

造解析モデルは，梁要素を用いてジャケットの構成
部材及び杭をモデル化する。地盤剛性の影響を考慮
するため，杭の周面には離散化した地盤バネを取り
付ける。

（２）地盤バネ
ジャケット構造は波や風などの水平力に対して，

杭の支持力と地盤の水平反力により抵抗する。その
ため，構造解析モデルでは，杭の周辺に水平地盤バ
ネと鉛直地盤バネ，先端地盤バネを配置する。

図７に設計地盤条件と構造解析モデルにおける地
盤バネの関係を示す。設計地盤条件はボーリング調
査やCPT調査などによる地盤調査に基づき，単位
体積重量，非排水せん断強度やせん断抵抗角などの
地盤特性が地層毎に設定される。各地層は深度方向
に１m程度の厚さで細分化され，それぞれに対する
地盤バネが設定される。地盤バネ定数は，設計地盤
条件として設定した非排水せん断強度やせん断抵抗
角に基づき設定することとなるが，詳細な設定方法
は石油ガス分野におけるジャケット構造設計に関す
る国際規格API―RP２A―GEO２６）などを参考にするこ
とができる。
構造解析モデルを作成する際は，地盤の洗堀も考
慮する必要がある。洗堀とは海底面近くの地盤が波
や流れによって削り取られる現象である。図８は
ジャケット構造の杭周りに発生する局所洗堀の模式

図７ 設計地盤条件と地盤バネ
Fig．７ Soil spring modeling for ground condition

図８ 杭周りの局所洗堀
Fig．８ Local scour around pile
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図を示したものである。供用期間中に局所洗堀が発
生すると，基礎に対する鉛直方向及び水平方向の支持
が失われるため，洗堀の影響を設計に織り込む必要が
ある。ここで，洗堀深さの設定方法は，欧州における
風力／電力送配電分野の第三者認証機関の設計基準で
あるDNVGL―ST―０１２６２７）を参考にすることができ
る。構造解析において，洗堀の影響を考慮する方法
としては，洗堀深さの範囲に地盤バネを配置せず，
地盤抵抗を期待しない方法を採用することが多い。

（３）減衰
連成解析や復元解析などの時刻歴解析では，空気

や海水の粘性，鋼材や地盤の変形によって，構造の
振動を弱める働き（減衰効果）を考慮する。構造物の
振動問題における基礎運動方程式を式（１）に示す。
構造物の質量���，剛性���の影響に加えて，減衰���の影響が左辺第２項に考慮されている。ここで，�は外力（時刻歴）であり，�，��，��はそれぞれ構造
物の変位・速度・加速度を示している。������������������ ……⑴

風車の設計で考慮する減衰は複数の要因に分解さ
れ，解析上での取り扱いが異なる。空気粘性による
減衰は，風車の回転運動によって生じるものである
ため，空力弾性解析（連成解析）の中で考慮される。
復元解析の場合は，インターフェースロードの中に
その影響が含まれている。海水粘性による減衰は，
ジャケット構造では影響が小さいため，考慮しない
ことが多い。構造減衰や地盤減衰は，構造物の質量
と剛性比例型の減衰（いわゆるレイリー減衰）として
考慮することが多い。なお，地盤減衰を設定する際
は，地盤調査を通じて取得した地点地層別の減衰定
数に基づき設定することが望ましい。

５．４ 終局限界状態の照査
終局限界状態の照査は，再現期間５０年の暴風・波
浪や津波などの設計条件に対して，下部構造や杭基
礎が破壊せず，安定した状態を保つことを確認する
ことを目的としている。洋上風力発電設備に関する
技術基準の統一的解説（以下，統一的解説）２３）や
IEC―６１４００２５）では，ジャケット構造の照査方法は詳
しく規定されていないが，信頼ある国際基準として

ISO―１９９０２２８）に準拠することを推奨している。ジャ
ケット構造のような鋼管構造に関する国内基準は少
ないため，ISO―１９９０２２８）に準拠するのが基本とな
る。また，類似の基準として，ジャケット構造に関
する国際基準API―RP２A―LRFD３１）や DNVGL―ST―
０１２６２７）を参考にすることもできる。

５．５ 疲労限界状態の照査
（１）概要
疲労限界状態の照査は，発電時における風・波荷
重の繰り返し作用に加えて，待機時，故障時にも繰
り返し作用が生じるため，その疲労損傷度なども考
慮して累積値として評価する。そのため，解析の実
施に先立って，風車メーカーと協議して，供用期間
中に故障が発生する回数などを設定しておくことが
重要である。また，輸送時及び施工時に発生する疲
労損傷度も加算する必要があり，製作施工法を予め
設定した上で，その疲労影響を評価することが必要
である。

（２）疲労損傷度の算定方法
疲労設計は，公称応力による方法とホットスポッ
ト応力による方法の２種類があり，照査部位に応じ
て使い分ける必要がある。前者は復元解析により算
定した公称応力度の時刻歴に，溶接部の応力集中係
数 SCFを乗じてホットスポット応力度の時刻歴を
求め，応力範囲と繰り返し回数を計数し，S-N曲
線と比較して疲労寿命回数を評価するものである。
S-N曲線は継手種別ごとに定められたものを使用
する必要があり，例えばDNVGL―RP―C２０３２９）を参
考にすることができる。
後者は応力集中を考慮したホットスポット応力度
の変動幅に基づき，当該疲労曲線で照査するもので
ある。ホットスポット応力度とは，溶接継手影響を
除いた構造詳細により定まる対象部分の構造的集中
応力値である。鋼管格点部はDNVGL―RP―C２０３２９）

等にホットスポット応力の評価方法が規定されてい
るが，トランジッションピースのような構造複雑部
ではFEM解析を実施してホットスポット応力を求
める必要がある。図９に，ホットスポット応力の算
出例を示す。照査対象の溶接止端部から０．５t，１．５t
（t：板厚）離れた地点の応力度を抽出し，２点を線形
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図９ FEM解析によるホットスポット応力の算出
Fig．９ Calculation of hot spot stress by FEM analysis

図１０ 許容振動数帯３，４）
Fig．１０ Allowable frequency band

外挿して，ホットスポット応力を算出する。詳細な
方法は，風力発電設備支持構造物設計指針・同解
説３０）や DNVGL―RP―C２０３２９）などを参考にすること
ができる。

（３）疲労等級の設定
ジャケット構造では，レグの長尺溶接，レグとブ

レースの格点部の溶接の疲労照査がその部材寸法を
決定する上で重要となる。DNVGL―RP―C２０３２９）で
は，突合せ溶接を両側から溶接した場合は内外面と
もにD等級を適用し，外面からのみ溶接された場
合はF３等級を適用することとしている。片面溶接
を適用すると疲労損傷度が大きくなることから，両
面溶接を採用することが基本となるが，その場合は
接合する箇所・溶接方法，溶接作業者のアクセス方
法や溶接作業環境など，設計開始時点で製作手順に
ついて製作担当とすり合わせることが必須となる。
片面溶接を使用する場合は疲労設計において支配的
とならない場所を選定しなければならない。また，
溶接止端部の疲労損傷度が厳しい箇所では，グライ
ンダー等で仕上げてアンダーカットを除去するか，
ハンマーピーニングすることで疲労寿命を改善する
ことができるが，適用する場合はその作業性につい
て予め製作担当とすり合わせておくことが必要であ
る。将来的には，東京国際空港D滑走路桟橋部で
も実績のあるUIT（Ultrasonic Impact Treatment）７）

を用いて圧縮残留応力を強制的に導入することで疲
労寿命を改善する手法の適用も期待される。
疲労照査を行う際は，製作・施工誤差により板継

部に目違いが生じることを想定して，疲労損傷度の

評価を行うことが重要である。これは目違いによる
応力集中が疲労損傷度に影響を及ぼすためであり，
設計で想定した目違いと製作管理値が整合している
ことが重要である。そのため，詳細設計の開始時点
で，造管長さや厚板の製作可能寸法を考慮した上
で，溶接継手の位置を特定しておくことが重要であ
る。

５．６ 固有振動数の照査
風車の回転運動と支持構造物の共振を避けるため
に，風車メーカーが構造全体系の固有振動数につい
て許容振動数帯を示す場合がある。図１０に，許容振
動帯の設定例を示す。この場合，ロータの回転振動
数（１P）と，３枚のブレードがタワーを通過する振動
数（３P）で挟まれた Soft-Stiff の範囲に，RNA・タ
ワー・下部構造・基礎からなる構造全体の１次固有
振動数が収まるように設計する。ジャケット構造は
モノパイル構造と比較すると剛性が大きいため，３
P側が支配要因となる。許容振動数帯に収まらない
場合は，ジャケットの構造諸元を見直し，剛性が下
がるように処置する必要があるが，詳細設計の実施
中に構造諸元を変更すると手戻りが大きいため，設
計の初期段階で許容振動数帯に収まるような構造諸
元を設定することが重要である。

６ 地震荷重に対する設計
６．１ 入力地震動
統一的解説２３）では，設計に用いる地震動としてス
ペクトル適合波，観測波，サイト地震波（港湾地震
波）の３種類の地震動に対する照査が求められてい
る。以下に，それぞれの概要を説明するが，詳細な
設定方法は統一的解説２３）を参考にすることができ
る。

洋上風力発電設備におけるジャケット構造の設計技術の確立～詳細設計における風波連成解析，耐震設計手法及び設計留意点について～
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CASE 風車の状態 気象条件 海象条件
A 運転時 定格風速

年平均
波高

B 緊急停止時 定格風速

C アイドリング 無風時／
カットアウト風速

表２ 地震応答解析の荷重組合せ例
Table２ Sample of load combination for seismic response
analysis

定格風速 ：風車の定格出力が発生するハブ高さにおける規定の風速
カットアウト風速：風車が発電できる最大の風速

（１）スペクトル適合波
スペクトル適合波とは，電気事業法で定められた

構造物の揺れの強さと構造物の固有振動数の関係を
満たした時刻歴波形である。スペクトル適合波の時
刻歴波形を設定する際は，複数の位相特性を考慮
し，異なる２つの地震規模を考慮する必要がある。
位相特性は，海溝型地震や直下型地震などをそれぞ
れ選定し，地震規模は再現期間５０年の稀に発生する
地震動と，再現期間５００年の極めて稀に発生する地
震動の２種類を構造物の揺れの強さの違いとして考
慮する。

（２）観測波
観測波は，過去に国内外で観測された強振動記録

が用いられ，カリフォルニア地震（１９４０年 El Cen-
tro，１９５２年Taft）や１９６８年十勝沖地震，１９７８年宮城
県沖地震などから複数選定する。観測波もスペクト
ル適合波と同様に，稀に発生する地震動と，極めて
稀に発生する地震動の２つの地震規模を考慮する必
要があり，既往の強振動記録の最大速度振幅がそれ
ぞれ０．２５，０．５０m/s となるように規準化されたも
のを使用する。

（３）サイト波（港湾地震波）
サイト波は，建設地点の地震動の実測値に基づき

設定されたものであり，国土交通省 国土技術政策
総合研究所 港湾研究部 港湾施設研究室のホーム
ページで公開されている地震波を用いるのが一般的
である。

６．２ 荷重組合せ
地震荷重に対する支持構造物の影響評価は，

RNA，タワー，下部構造，基礎，地盤バネからな
る全体解析モデルを用いた時刻歴応答解析により行
われる（以下，地震応答解析）。解析で考慮する荷重
としては，地震荷重に加えて，風荷重，波荷重を考
慮する必要があり，更には風車の運転状態も考慮す
る必要がある。表２は，IEC６１４００―３２５）及び統一的解
説２３）などを参考に設定した荷重組合せの例であり，
この他にも地震や風波の作用方向の組合せについて
も検討する必要がある。
近年は風車の大型化に伴い，極めて稀に発生する

地震が支配ケースとなることがあるが，６．１節で述
べたように多種類の地震波を考慮する必要がある
他，上記した荷重組合せを考慮する必要があり，解
析の負荷が非常に大きいため，支配的となる地震波
や荷重組合せを早期に特定し，支持構造物の構造成
立性を把握することが重要である。

６．３ 地盤応答解析
（１）地盤応答解析の目的
６．１節で述べた地震波のうち，スペクトル適合波
とサイト波は工学的基盤に対する地震動（いわゆる
基盤波）として定義されている。ここで，工学的基
盤とは，「地盤の影響を大きく受けない地層」を地下
のある深さに想定したものであり，統一的解説２３）で
は地盤中を伝播するせん断弾性波速度が４００m/s を
超える地層を工学的基盤として定義するように規定
している。一般的に，硬質粘性土，礫混じり土・砂
あるいは岩盤層などが工学的基盤層となり得る。せ
ん断弾性速度はN値（土の締まり具合や強度を求め
る基準となる数値であり現地での標準貫入試験より
得る）から算定することも可能とされているが，建
築基礎構造設計のための地盤評価・Q&A３３）による
と，両者の関係はバラツキが大きいため，地盤調査
を実施する際は標準貫入試験に加えて PS検層も実
施してせん断弾性速度を直接計測し，工学的基盤の
位置を特定することが望ましい。
この基盤波が地盤を通過して，構造物に地震作用
を与えるとき，地盤の応答が地震動を増幅させる影
響を示すことがある。そのため，地震応答解析に先
立ち，地盤増幅の影響を評価する必要がある（以下，
地盤応答解析）。地盤応答解析を実施する場合，一
般的には地盤だけを対象としたモデルを構築して，
時刻歴応答解析が行われる。なお，観測波は，海底
面に入力することを想定した地震動（いわゆる表面
波）であるため，地盤応答解析は実施せず，地震応
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図１１ 地盤応答解析モデル
Fig．１１ Ground response analysis model

答解析においても地盤増幅の影響は考慮しない。

（２）地盤応答解析の方法
図１１に地盤応答解析モデルを示す。５．３（２）でも述

べたように，予め実施した地盤調査により，地層の
単位体積重量，せん断弾性係数，せん断弾性波速度
などの情報を取得して設計地盤を作成し，これに基
づき地盤応答解析モデルを作成する。地層がほぼ水
平に累重しているとみなされる場合は１次元自由地
盤モデルが採用されるが，地層の傾斜の影響が無視
できない場合は，２次元モデルを用いる必要がある。
砂層や粘土層などの地盤は，一般的に非線形性を

示すため，地盤応答解析における地盤の構成則とし
ては等価線形化手法が一般的に用いられるが，等価
線形化手法の適用範囲（１％以下）を超える場合は，
非線形モデルを用いて評価する必要がある。等価線
形化手法の詳細な方法については，「建物と地盤の
動的相互作用を考慮した応答解析と耐震設計」２４）を
参考にすることができる。なお，地盤応答解析の結
果として，基盤に対する相対変位，相対速度を取得
する。その活用方法は，次節で述べる。

（３）液状化の扱い
地震時に地盤の液状化が発生すると，地盤剛性が

大きく低下して，地盤変形が大きく，地盤反力が小
さくなる傾向を得る。液状化が生じる場合と生じな
い場合で地盤の増幅影響が異なり，一概にどちらの
ケースが支配的であるかを見極めることが困難であ
るため，両方を対象として解析を実施する必要があ
る。液状化の影響を考慮する方法としては，地盤剛

性に低減率を乗じる方法が多く用いられており，低
減率の設定方法は，「建物と地盤の動的相互作用を
考慮した応答解析と耐震設計」２４）を参考にすること
ができる。

６．４ 地震応答解析
（１）解析モデル
図１２に，地震応答解析の概念図を示す。構造解析
モデルは，構造全体の振動性状を再現するために，
下部構造や杭基礎，タワー，RNAからなる全体モ
デルを使用する。構造物に作用する地震力と地盤の
増幅影響を同時に考慮するため，解析空間全体に基
盤波の加速度（基盤加速度）による慣性力を入力し，
地盤応答解析で得られた基盤との相対変位を，構造
解析モデルの地盤バネに入力する。

（２）地盤バネ
地震時解析モデルに用いる地盤バネは，地盤から
支持構造物へ伝わる地震動の影響を評価するた
め，５章で説明した地盤の非排水せん断強度やせん
断抵抗角から評価する方法ではなく，地盤のせん断
弾性波速度から動的せん断剛性を評価する方法を用
いることが一般的である。その設定方法として，波
動論に基づき評価する方法が一般的に用いられる。
なお，厳密に地盤の挙動を評価する場合は，薄層要
素法を適用することも可能である。薄層要素法と
は，地盤を薄い層に分割し，各薄層は一様均質な材

図１２ 地震応答解析の概念図
Fig．１２ Concept of seismic analysis

洋上風力発電設備におけるジャケット構造の設計技術の確立～詳細設計における風波連成解析，耐震設計手法及び設計留意点について～
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図１３ グラウト接合部
Fig．１３ Grouted connection

料物性を持つものと仮定して波動方程式の離散化を
行うことにより，成層地盤の変位と荷重の関係をよ
り厳密に表現する手法であり，洋上風力用のジャ
ケット構造に適用した検討事例として，文献８，９な
どを参考にすることができる。

（３）部材応力度の照査
統一的解説２３）では，稀に発生する地震に対して，
支持構造物が損傷せず，極めて稀に発生する地震に
対して倒壊・崩壊しないことを求めている。ジャ
ケット構造はレグとブレースの配置によりトラス構
造が構成され，構造の安定性が高いため，部分的に
部材の塑性化が生じたとしても，倒壊崩壊を防ぐこ
とは可能である。しかし，地震後の即時再稼働を想
定したときに，塑性化部位を特定し，その損傷度を
評価することは容易ではない。そこで，安全側に設
計する方法として，極めて稀に発生する地震に対し
ても，部材応力度を弾性範囲に収める方法が考えら
れる。ただし，この設計法の採否は発電施設の運用
方針に照らして判断する必要がある。なお，地震時
の部材応力度の照査方法としては，API―RP２A―
WSD３２）などを参考にすることができる。

７ 構造詳細の検討
７．１ グラウト接合部の設計
（１）構造概要
グラウト接合部は，ジャケット構造のレグに発生

する軸力や曲げモーメントを杭に伝達する重要部位
である。グラウト接合部の構造概要を図１３に示す。
鋼管とレグの１００～２００mm程度の隙間には，圧縮強
度１００MPa 級のグラウト材が充填される。グラウト
材料の開発は欧州メーカーが先行しているが，国内
でも同程度の強度を有するグラウト材１０）の開発が進
められている。なお，外管の内面及び内管の外面に
シアキーが配置され，シアキー間に構築されるグラ
ウトの圧縮ストラットにより，レグから杭へ軸力が
伝達される機構となっている。

（２）設計手法
グラウト接合部の構造安全性を検証する方法とし

ては，DNVGL―ST―０１２６２７）で規定される「軸力に対

するシアキーのせん断力の照査」，「曲げモーメント
及びせん断力に対する接触圧の照査」，「繰り返し荷
重に対する疲労損傷度の照査」などの簡易評価式を
満足することが基本となる。欧州では，この評価式
による検討に加えて，有限要素法解析を実施して，
レグと杭の間に施工誤差を考慮した場合のグラウト
接合部の安全性を検証することが一般的となってい
る。

７．２ トランジッションピースの設計
（１）構造概要
トランジッションピースは，タワー基部の曲げ
モーメントをジャケットのレグに軸力で伝達するた
めの重要部位であり，欧州においても方杖構造や箱
桁構造など様々な形式が採用されている。

（２）設計手法
トランジッションピースはタワーとの接続節点に
なる箇所であり，風車メーカーからタワーや接続フ
ランジなどの情報提供を受けた上で，相互に協議し
ながら設計を進めることが重要である。また，トラ
ンジッションピースの構造は複雑であるため，有限
要素解析を実施して，各部材の安全性を評価するこ
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図１４ 付属設備の配置例
Fig．１４ Sample of appendages

とが基本となる。トランジッションピースは，外部
作業床や内部作業床の支持構造としての機能も担う
ことから，付属設備と併せて検討を進めることが重
要である。

７．３ 付属設備の設計
（１）付属設備の配置
図１４に，ジャケット構造における付属設備の配置
例を示す。本図では，外部作業床，踊り場，アクセ
スラダー，J-tube，接舷設備が示されているが，
この他にトランジッションピース内部の作業床，グ
ラウト配管，仮受工など施工用付属設備も設置され
る。

（２）接舷設備及びアクセス設備
接舷設備は，アクセス船の接岸時の操舵性を考慮

して，主波向きと反対側に配置することが基本とな
る。着船位置から外部作業床までの高低差が大きい
場合は，昇降時の作業員の安全性に配慮して，中間
部に踊り場を設ける。接舷設備は供用中のアクセス
船の接舷力と波荷重に対して設計する。踊り場に波
浪が作用する場合は，上向きの波力（スラミング力）
も考慮しなければならない。

（３）J-tube
ケーブルを内包する保護鋼管（J-tube）は，１基に
つき１～２箇所に配置する。J-tube には風及び波荷
重が作用するため，終局限界状態・疲労限界状態の

照査に加えて，渦励振による損傷が生じないよう
に，サポート材の配置方法や間隔を決定することが
重要である。

（４）外部作業床
外部作業床は，タービン内機器を交換するために
必要な作業スペースと，非常時にナセル上部脱出口
から退避するためのスペースを確保するように，そ
の形状を決定する。荷揚げ用の固定式クレーンシス
テムは，接舷設備に接舷したアクセス船と外部作業
床上の荷揚げ位置を良く考えなければならない。外
部作業床には，その他にも航路標識灯，照明設備，
看板，モニタリングシステムなど多くの設備が配置
され，トランジッションピースの設計にも影響する
ことから，早期に事業者や風車メーカーと調整する
ことが重要である。

７．４ 防食設計
（１）概要
ジャケット構造の防食システムは，腐食環境，供
用年数，実績，コスト，維持管理などを勘案して，
仕様を決定する。一般的には，気中部及び飛沫干満
帯に防食塗装を，水中部に電気防食を採用する事例
が多い。

（２）防食塗装
防食塗装は，工場製作段階で予め鋼材外面に塗布
した塗料により，鋼材の腐食を防止するものであ
る。港湾鋼構造物防食・補修マニュアル２１）は，鋼構
造物の防食塗装に関する国際規格 ISO１２９４４２２）の外
洋向けの塗装仕様を加味して防食塗装の仕様を設定
しており，これを参考にすることができる。ジャ
ケットの設計供用期間が選定した塗装の期待耐用年
数を超える場合は，安全側の設計として，鋼材の板
厚に腐食代を考慮するなどの方法が考えられる。塗
装の期待耐用年数は，港湾鋼構造物防食・補修マ
ニュアルを参考に設定することもできるが，使用す
る塗装の実績や ISO１２９４４２２）で規定されている促進
劣化試験なども踏まえて総合的に評価することが望
ましい。
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（３）電気防食
電気防食は，流電陽極方式と外部電源方式の２種

類に分類される。ジャケット構造では，実績及び維
持管理の観点から流電陽極方式が採用されることが
多いが，欧州では SDGs の観点で外部電源方式を採
用するケースも見られる。

８ 結言
現在，当社は清水建設と共に，石狩湾新港洋上風

力発電施設の建設工事に携わっている。本プロジェ
クトは，ジャケット構造を採用した国内初のプロ
ジェクトであり，本プロジェクトの完工時点では，
国内最大級となる８MWの風車が採用されている。
本稿公表時点では，鋼管杭の施工（図１５）が完了し，
ジャケット構造の製作（図１６）が進められている。
２０２３年度には，ジャケット構造と風車の施工を行
い，同年中の運転開始を目指している。
本プロジェクトは２０２２年２月に日本海事協会の設
計認証を取得しているが，審査当時は国内における
ジャケット構造の認証事例がなく，地盤の評価法な
ど一つひとつの技術について，入念な審査が行われ
た。前例のないところから積み上げてきたので多く
の苦労があったが，第三者機関と協調して洋上風力
発電設備の前例をつくるという貴重な経験をするこ
とができた。
今後の洋上風力発電は，風車の大型化，大水深化

が進み，構造成立性，経済合理性の追求，製作・施

工能力の強化が大きな課題となる。当社は，NEDO
実証研究，石狩湾新港洋上風力発電などで得られた
経験と，当社の５０年以上にわたって培ってきた海洋
設計・施工技術を組み合わせ，今後の国内洋上風力
発電の拡大・普及に貢献していきたいと考えてい
る。
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